
【表紙】  

【提出書類】 有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2024年4月11日

【発行者名】 ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社

【代表者の役職氏名】 代表取締役　　金子　正幸

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋三丁目11番1号

【事務連絡者氏名】 松永　七生子

【電話番号】 代表（03）3548-5690

【届出の対象とした募集内国投資信

託受益証券に係るファンドの名称】

ＨＳＢＣ インド株式ファンド（３ヶ月決算型）

【届出の対象とした募集内国投資信

託受益証券の金額】

5,000億円を上限とします。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

2023年12月7日をもって提出した有価証券届出書（以下「原届出書」といいます。）について、ファンドのリスク

の記載事項の一部変更およびその他の関係法人の概況の更新を行うため、本訂正届出書を提出します。

 

 

２【訂正の内容】

原届出書の該当情報を以下の内容に訂正します。

＜更新後＞に記載している内容は原届出書の更新後の内容を示し、下線部＿＿は訂正部分を示します。図もしくは

表が含まれる部分については、下線を省略する場合があります。

 

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

３【投資リスク】

（１）ファンドのリスク

＜更新後＞

投資信託は元本保証のない金融商品です。また、投資信託は預貯金とは異なることにご注意ください。当ファン

ドは、主に値動きのある外国の有価証券を実質的な投資対象としますので、組入有価証券の価格変動あるいは外

国為替の相場変動次第では、当ファンドの基準価額が下落し、投資者の皆さまの投資元本を割り込むことがあり

ます。当ファンドの運用による損益はすべて投資者の皆さまに帰属します。ご購入に際しては、当ファンドの内

容およびリスクを十分ご理解のうえご検討いただきますようお願いいたします。

当ファンド（マザーファンドを含みます。）の主なリスクおよび留意点は以下のとおりです。

①基準価額変動リスク

１）株価変動リスク

株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績、市場の需給等を反映して変動します。株価は短期的または

長期的に大きく下落することがあります。株式市場には株価の上昇と下落の波があり、現時点で価格が

上昇傾向であっても、その傾向が今後も継続する保証はありません。組入銘柄の株価が大きく下落した

場合には、基準価額が下落する要因となります。

２）信用リスク

株式および債券等の有価証券の発行企業が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資金が回収できな

くなる可能性があります。また、債券等への投資を行う場合には、発行体の債務不履行や支払遅延等が

発生する場合があり、基準価額の下落要因となります。

３）為替変動リスク

外貨建資産の円換算価値は、当該外貨の円に対する為替レートの変動の影響を受けます。為替レート

は、各国の金利変動、政治・経済情勢、為替市場の需給、その他の要因により大幅に変動することがあ

ります。組入外貨建資産について、当該外貨の為替レートが円高方向に進んだ場合には、基準価額が下

落する要因となります。

４）流動性リスク

急激かつ多量の売買により市場が大きな影響を受けた場合、または市場を取り巻く外部環境に急激な変

化があり、市場規模の縮小や市場の混乱が生じた場合等には、機動的に有価証券等を売買できないこと

があります。このような場合には、当該有価証券等の価格の下落により、基準価額が影響を受けること

があります。

５）カントリーリスク

投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、または資本取

引、外貨取引等に関する規制の変更や新たな規制が設けられた場合には、基準価額が予想以上に下落し

たり、投資方針に沿った運用が困難になることがあります。

新興国市場は、一般的に先進諸国の市場に比べ、市場規模が小さいことなどから、上記の各リスクが大きくなる

傾向があります。これにより当ファンドの基準価額が影響を受け、損失を被ることがあります。

６）投資対象国における税制変更にかかるリスク

インド株式等への投資部分に対しては、インドの税制に従って課税されます。インドにおいては、非居

住者による保有有価証券の売買益に対して保有期間に応じたキャピタル・ゲイン税等が課されます。税

率、課税方法の変更、および新たな税制が適用された場合には、基準価額に影響を与える可能性があり

ます。

７）換金資金の流出に伴うリスク

短期間に大量の換金申込があった場合には、換金資金を手当てするため組入有価証券を市場実勢より大幅

に安い価格で売却せざるを得ないことがあります。この場合、基準価額が下落する要因となります。

８）その他
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当ファンドが投資する公社債、および短期金融商品に債務不履行が発生した場合、または予測される場

合には、当該公社債および短期金融商品の価格が下落し、基準価額が下落する要因となります。

②③（省略）

 

第三部【委託会社等の情報】

第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

＜更新後＞

（１）受託会社

①名称：三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

②資本金の額：324,279百万円（2023年3月末現在）

③事業の内容：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（兼営法）

に基づき信託業務を営んでいます。

（参考）再信託受託会社

名称：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

資本金の額：10,000百万円（2023年3月末現在）

事業の内容：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（兼営

法）に基づき信託業務を営んでいます。

（２）販売会社

名称 資本金の額 事業の内容

岩井コスモ証券株式会社 13,500百万円   

auカブコム証券株式会社 7,196百万円   

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 10,000百万円   

株式会社ＳＢＩ証券 48,323百万円   

ＯＫＢ証券株式会社 1,500百万円   

おきぎん証券株式会社 850百万円   

香川証券株式会社 555百万円   

極東証券株式会社 5,251百万円   

静岡東海証券株式会社 600百万円  金融商品取引法に定める

第一種金融商品取引業を

営んでいます。

株式会社証券ジャパン 3,000百万円  

第四北越証券株式会社 600百万円  

立花証券株式会社 6,695百万円   

中銀証券株式会社 2,000百万円   

東海東京証券株式会社 6,000百万円   

東武証券株式会社 420百万円   

内藤証券株式会社 3,002百万円   

南都まほろば証券株式会社 3,000百万円   

ばんせい証券株式会社 1,558百万円   

ひろぎん証券株式会社 5,000百万円   

フィデリティ証券株式会社 11,757百万円 （*1）  

松井証券株式会社 11,945百万円   

マネックス証券株式会社 12,200百万円   

丸八証券株式会社 3,751百万円   

むさし証券株式会社 5,000百万円   

楽天証券株式会社 19,495百万円 （*1）  

リテラ・クレア証券株式会社 3,794百万円   

株式会社あおぞら銀行 100,000百万円   

株式会社青森銀行 19,562百万円   

株式会社大垣共立銀行 46,773百万円   

株式会社三十三銀行 37,461百万円  
銀行法に基づき銀行業を営

んでいます。
株式会社鳥取銀行 9,061百万円  

PayPay銀行株式会社 72,216百万円  

株式会社みちのく銀行 36,986百万円   
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ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バン

キング・コーポレイション・リミテッド

1,239億4,847万9,495香港ドル

71億9,800万米ドル
（*2）  

資本金の額は、2023年3月末現在を記載しています。

（*1）フィデリティ証券株式会社、楽天証券株式会社の資本金の額は、2022年12月末現在を記載しています。

（*2）ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレイション・リミテッドの資本金の額は、自己資本の額

です。なお、販売は同社の東京支店が行います。

（３）投資顧問会社（運用委託先）

①名称：ＨＳＢＣグローバル・アセット・マネジメント（シンガポール）リミテッド

②資本金の額：4,500千シンガポールドル（2021年12月末現在）

③事業の内容：主としてシンガポールを拠点として、資産運用業務を行っています。
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